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第１章　はじめに

　横浜市がメッシュ・データにとりくんだのはこの数年

のことである。メッシュ・データの発想はとくに目新し

いものではなく，戦前から地理学者なり，地球物理学者

が研究の一手段として使用してきた。しかし，近年のメ

ッシュ・データに対する認識は，国の各省庁―とくに

建設省，国土地理院,林野庁,総理府統計局，環境庁―

地方自治体を中心として，とみに深まっている。また，

メッシュ・データの整備につれて，民同企業の利用も急

テンポになってきている。これは二つの大きな要因があ

る。一つは，コンピューターの導入により,情報（資料，

統計，地図など）のもつ意義が拡がったことと，二つに

は，民間の経営計画なり，公的な行政計画なりの係わる

分野が不可欠に拡がっていることにある。メッシュ・デ

ータというアイデアにかぎらず，この二つの要因が今後

とも必然的な傾向をもつものであるかぎり，新しい制度

なり工夫は次々と生れてくるものと思わなければなるま

い。従って，この傾向に対応して，他律的に現在の制度

なり組織を変化させてゆくのか，意識的に取り組んでゆ

くかは，近い将来に予想される情報処理機能の再編成に

あたって生じる（経済的，機能的な）ロスの多少をきめ

る。

　メッシュ・データに関しては，国レベルでの理論的検

討はすでに完了し，研究的な積み重ねも終了している。

それに歩調を合せ，法的な準備と組織上の整備―国土

庁の情報管理システムなど―が終り，発足間近い。地

方レベルではほとんどの県で数本のメッシュ・データに

よる解析作業を実施しており，市町村レベルでも従来の

計画策定の方法論的再検討という立場で粘力的に推進さ

れてきている。一般に，試験的な作業から，特色ある工

夫をこらし，より精ちなものへと変貌してきている。

　本市では，メッシュ・データの上にたった作業は部分

的であり，未だメッシュ・データの体系的把握という構

想はない。本稿では散在的に行なわれているメッシュ・

データ関連作業のかかえている問題と，今後の課題を以

下の章で論じてみる。
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第２章　国勢調査のメッシュデー

　　　　タ化

１

目的と経緯

　周知のとおり我が国の最も基本的かつ大規模な人口に

関する統計調査であり，我が国に常住するすべての人を

対象として実施されるものが国勢調査である。国の行政

にしても，あるいは地方自治体の行政にしても，基本的

にはそこに住んでいる人問を対象にして行なわれるもの

であり，従ってそこに住んでいる人口に関してはいろい

ろな角度からのデータが不可欠となっている。国勢調査

はこのような要請に応えるべく大正９年以来５年ごとに

行なわれており，その調査内容一大規模調査と簡易調

査で若干異なるが―は性別，年令等の自然的属性はも

ちろんのこと，職業，産業等の社会的属性及び世帯構成

とか世帯の居住する住宅の実態等にまで及んでいる。

　このような全人口を対象にして実施される統計調査は

国勢調査をおいてなく，従ってその利用に関しては，国

や地方自治体はこれまでいろいろな努力や工夫をこらし

てきた。その時々の社会的な要請に応じた調査内容の改

定はもちろんのこと，調査結果の集計にあたっても種々

の注意がはらわれてきた。例えば，住宅問題が深刻さを

増すにつれて住宅に関する調査項目をつけ加えたり，あ

るいは核家族化の進行に伴ないより詳しい世帯構成に関

する調査項目をつけ加えるなどは前者の一例であり，大

都市への人口集中が激しくなるに伴ない，東京駅あるい

は大阪駅から半径50km，lOO㎞圏内の人口動向を把握す

る試みなどは後者の一例である。このような努力や工夫

は当然木市においても行なっており，国に先がけて通勤

・通学地別の人口を把握し把）,町丁別の人口分布や世

帯に関する資料を作成している。

　国勢調査結果をメッシュ別に集計することもにこのよ

うな努力や工夫の一つである。これは，町丁別のデータ

が，面積・形状がまちまちな町丁域をベースに作成され

たものであるため，相互比較が困難であること，また区

域９変更も少なくないため経年比較（時系列比較）がで

きないという欠点を補う意図のもとに考えだされた手法

調査季報48―75.12

である。

　一定の地域を一定の大きさの面積に区画し，その区画

ごとに種々のデータを集積し，その地域に関する自然現

象を分析するといういわゆるメッシュ法は地理学上のも

のであったことはさきにのべたとおりであるが，これを

一定地域の社会現象分析の手法として応用するようにな

ったのはごく最近のことである。我が国では，昭和25年

実施の国勢調査の人口を大阪市がメッシュ別に集計した

のが初めてのことといわれている。当時は，まだコンピ

ューターが今日のように発達していなかったため，デー

タ作成に伴うぼう大な作業量がネックとなってこの画期

的な試みは一回のみに終った。その後，十数年を経て，

コンピューターがいろいろな大量処理業務に利用される

ようになって，行政，マーケッテング調査などに小地域

別の情報需要が増大し，改めてこの手法が見直され，メ

ッシュの設定方法が研究されるようになった。

　本市が国勢調査のメッシュ化を手がけたのは今から約

10年前の昭和40年国勢調査からである。それまでは小地

域に関する統計データは町丁別が最少のものであった。

しかし年間9～10万人という人口増加に見舞われた本市

の町丁域は度々分割や変更を余儀なくされ，町丁別のデ

ータは，ある一定時点のデータとしての利用価値はあっ

ても，時間的変化の分析には対応できなくなり，なんら

かの方法を考えださないとせっかくのデータの利用価値

が半減することになりかねない状況にあった。

　当初はメッシュ別データの作成というよりは，このよ

うな状況に対処する手段として，ニューヨーク，シカゴ

などで設定されている統計区をヒントとして，利用しよ

うとしたものであった。

　現在では国や県，大都市でかなり精力的に諸々の統計

データのメッシュ化か進められているが，昭和40年当時

の本市での電子計算機によるメッシュ・データの試みは

各方面から注目と期待を集めた。メッシュの設定も資料

の使い易さに重点を置き，等経緯度法でなく座標系を採

用した。全市を一辺1kmの正方形による等形等積区域に

細分し（全市で491メッシュ），各メッシュ毎に人口と世

帯に関するデータ17項目を作成し利用に供した（詳しく

は総務局統計課発行の「センサス・トラクトについて」

昭和，年，月刊を参照のこと）。その直後，企画調整局
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（実際の作業は総合計画株式会社に委託）でも昭和30,

35，40年の国勢調査を，同じ座標系による１辺500mの

正方形メッシュによりデータを作成し，本市の都市化の

進行状況を詳細に分析している（詳しくは企画調整局発

行の「横浜市におけるメッシュ割による人口調査及び分

析報告書」参照のこと）。

　さらに，昭和45年の同勢調査結果については，メッシ

ュ・データの総合（相互）利用を図るため昭和46年に設

定された横浜市統一メッシュによって，男女別人口及び

世帯数が集計された。ちなみに，この横浜市統一メッシ

ュは１辺250mという非常に小さな正方形メッシュ体系

であり，これにより全市域を分画すると，そのメッシュ

数は7,153に達する。これは従来の集計単位である町・

丁数の7.5倍に相当する。これにより本市の人口分布令

動態に関する分析は飛躍的に詳細に把握出来るようにな

った（詳しくは総務局統計課発行の「市域開発総合統計

報告」〈昭和48年11月刊〉参照のこと）。

２ 国勢調査のメッシュ化の問題点と課題

　国勢調査のメッシュ化に当っての問題点について簡単

にふれてみる。

　第１に，メッシュ・データ作成のために長時間を要す

ることである。その第１の理由は，国勢調査が，国の調

査として国自らが実施するものであるため，調査後直ち

に，個々の調査客体に関する調査票等の原データの大半

が国に回収されてしまい，市町村の手許に残るのは人口

と世帯数に関するデータのみである。従って，実際に調

査の第一線にあたる市町村が調査結果を多角的に集計し

早期に利用しようとしても，国の集計が終了するまで利

用出来ないのが現状である。この点については，今後限

られた調査票等の提出期間内にマイクロ化なりで原デー

タの内容を複写する方法を考えださなければならないで

あろう。

　第２の理由は，国勢調査にかぎらず他の統計調査のメ

ッシュ化にあたってもいえるごとであるが，個々のデー

タがどのメッシュに属するのか，いわゆる判定作業（こ

れを同定作業という）に厖大な時間か必要なことであ

る。これはメッシュモのものが自然的地形や地物あるい
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は地域の社会実態に関係なく機能的に設定されるため不

可避的に生じる闇題である。とくに本市の統一メッシュ

の場合，国・県の標準メッシュがほぼ100ヘクタールの

面積があるのに対し，その16分の１の6.25ヘクタールと

非常に小さいため，便宜的な調査区同定や，人口中心点

開定の方法は，メッシュ・データの精度のうえから採り

得ない。これまで，この同定作業を出来るだけ正確にか

つ迅速に行なうため機械化の方法が検討されているが，

いまだきめてになる方法が発見されないまま，個々のデ

ータごとに個別同定を人手によって行なっている。そし

てこのための作業量は，国勢調査のメッシュ化作業量の

８割近くを占めている。今後，この同定作業をどの程度

まで省力化出来るかが，たんに国勢調査のメッシュ化の

スピードを早めるだけでなく，他の統計調査のメッシュ

化を進めるうえでの鍵となろう。

　第２に，他のメッシュ・データとの総合（相互）利用

に関するものである。国勢調査のメッシュ・データも，

それだけでは利用範囲はきわめて限られてくる。他の経

済的データなり社会的データ，あるいは自然的データと

多角的に組み合わせて地域分析に利用することにより，

その利用価値は倍加するものである。しかし，経済的デ

ータに関しては，そのほとんどが標本調査のため，メッ

シュ化に適した調査がきわめて少ないこと，また，数少

ない全数調査も，メッシュという非常に狭い地域を集計

単位とするため，種々の統計法上の制約を受けることで

ある。例えば，経済統計として最も基本的な調査である

工業統計調査や商業統計調査では，その対象となる製造

活動や高業活動はその性格上，特定の地域に偏在するた

め，全市域についてメッシュ化した場合企業数の少ない

メッシュでは，その数値がどの企業に関するものか判っ

てしまう。売上額とか出荷額は，企業にとっては他の同

業企業には知られたくない秘密事項であり，データを作

成する側においてとうぜん秘匿措置を講じなければなら

ない。経済的データをメッシュ化しようとする場合貴重

なデータほどこの統計上の制約を受けるものが多く，国

勢調査にかぎらず，種々のメッシュ・デ一タの総合（相

互）利用の壁になっているのは残念なことである。
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第３章　道路台帳管理システム

　　　　とメッシュ

１
道路台帳のねらい

　道路管理は第一義的には現場管理であり，それは橋を

架け，舗装をして人と車を安全に通すことにある。これ

と異なり，道路台帳による管理は情報による管理である

といえる。その手段は基準点測量による平面図作成と電

算機を使用した各種の調書作成による。これまでの，過

去の資料の積上げによる管理をら科学的情報管理への転

換が，本市の道路台帳のねらいでである。

２ 座標系の役割

　戦後地籍測量の発足に伴ない，それまでの参謀本部陸

地測量部作成の５万分の１地形図用として，一等から三

等までの１辺１里，1方量2点という標準密度で設置さ

れた三角点では不十分とされたため，新らたに基準点と

して１辺1.5kmの四等三角点が設置された。すなわち，

昭和26年国土調査法が制定されその事業として地籍調査

が開始された。それに必要な四等三角測量を建設省地理

調査所（現国土地理院）が行ない，地籍調査そのものは

市町村が行なうことになった。

　この地籍測量の基準点として取扱いが簡単で局部的に

精度の良い新しい座標系が必要となり，昭和27年国土調

査法施行令により新しい座標系が定められた。これは全

国を都道府県単位の13ブロックに分け，横メカトール法

を採用し，地球上での距離と投影された平面距離との差

を１万分の１以内になるよう計算されたものである。一

方，昭和35年から10ヵ年計画で大縮尺の国土基本図作業

が開始された。作業内訳は①空中写真の全国37万㎞2の

撮影②基準点測量，四等三角点の設置③都市周辺約lO万

km2の2,500分の１骨格図及び山地等の27万㎞2の5,000

分の１地形図作成である。このうち，基準点測量は国土

調査との関連を考慮して，これと同規格の四等三角測量

を行ない，また市街地再開発等に伴ない市街地内の基準

点の価値が再認識された。このため三等多角点を多数増
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設し，これを地図上に表示した2,500分の１骨格図が作

成された。本市の2,500分の１地形図は骨格図をベース

に航測法により全面図化したものである。国土基本図は

平面直角座標系に基づき東西40km,南北30kmのメッシュ

で全国を図郭割りしているが，第１系から第9系までの

うち神戸市附近での第５系と第6系で接合されず，また

第lO系以下（東北北海道地方）との接合も難点があり，

この点が座標系メッシュの弱点となっている。

　平面直角座標系と国土基本図の図郭は国の機関，地方

自治体等の行なう公共測量の基本となっている。これに

より測量の精度が高まり多くの測量成果が統一的に収集

され，また相互に利用されるようになり，その意義は測

り知れないものがある。

　本市においても2,500分の１地形図，500分の１地籍調

査図，区画整理図，道路台帳平面図，地下埋台帳図は，

それぞれの測量目的は異なっていても，司一座標系同一

メッシュにより統一的成果収集と相互利用が行なえるも

のである。

道路台帳平面図の現況

　戦前，市内のいわゆる旧市街地を任意座標系に基づき

道路台帳図を作成（陸地測量部に委託した都市計画図用

の基準点を利用したものと思える）したが，戦争激化に

より中止された。この台帳図や区画整理図は今日でも利

用されているものである。戦後測量技術は軍の独占から

解放され，また公共座標系の整備に伴ない今日の隆盛を

みるのである。本市では昭和30年代の中頃から国土調査

法に基づく地籍調査が行われている。道路台帳整備もこ

の公共測量の発展の上にあるものといえる。すなわち，

その方法は測量法で定める公共測量により行い，平面直

角座標系と国土基本図のメッシュを使用しているのであ

る。

(1)その計画と現状

　道路台帳整備事業は，昭和44年度を初年度として10ヶ

年計画で整備中である。 50年度で約60％完成する。市内

の道路延長を約8,200kmと見込み，うち宅造等での移管

道路約l,OQO㎞は台帳図作成を義務付け，約7,200kmを作

成する予定である。
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　道路台帳図作成は，まず三角点，基準点から道路沿い

に多角点を設げ，基準点測量を行ない，これらの測量点

を基にして，道路現況及び沿道の両側５ｍを測量する。

昭和44年度から46年度までの作成分は国土調査の地籍図

と一致している。47年度以後分は本市統一メッシュと一

致させ，国上基本骨格図の48分の１となっている。

　道路台帳平面図及び地下埋設物台帳図は，素図（平板

図），第一原図（マイラートレス図面），第二原図（閲

覧用アルミケント焼付け清絵図）,第三原図（地下埋設

物マイラー図）から成っている。

　道路台帳としては，道路境界の確認を行ない境界標石

を埋設し，台帳図に区域線を記入する作業も入るが，ま

ず現況図を作成以後，区域線作業を行っている。これは

迅速かつ精確に道路現況を把握できるし，また地形変更

による区域線の破損等の二重投資も避けられ利点が多い

ためである。

(2)維持管理，補正

　宅地開発，道路改良等により毎年道路の改廃が繰返さ

れており，最近５ヵ年毎年平均してU6kmが認定され，

6Okmが廃止されている。道路台帳図は現地と一致対応し

なければならないので，現地の基準点（多角点）の保存

が必要である。

　この多角点を基にして，宅造業者など原因者に新らた

な道路を測量させ，台帳図の改測を行なっている。また

これは，後続作業の区域線m量の図根点，上下水道台帳

図の標定点，水路台帳図の基準点等として利用されてい

る。このように，今後の利用のためにも，現地の多角点

の保存がキーポイントになる。このため，保存用の測量

標を開発し，一級路線その他重要な箇所に埋設している

が，これらの測量標は，道路工事等により破損されるの

で，昭和50年度から改正道路占用規則により，原因者か

ら費用を徴収，復元に努めている。また各土木事務所に

は網図，台帳図の複製を配布し，破損測量標を把握し，

復元している。

道路台帳調書の現況

　横浜市の道路台帳調書は，認定関係，現況関係，地下

埋関係をそれぞれ別個に電算人力しており，メッシュ毎
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に求めた現況路線データによりマッキングし，調書を作

成しようとするものである。

(1)道路現況調書

　2,500分の１地形図と道路台帳図は統一メッシュで対

応しているので，台帳完成までこの地形図に舗装種別を

記載し，メッシュ毎に幅員，舗装等道路現況の変化する

たびにデータを収集し，総計で約12万のデータを電算入

力している。年１回バッチ処理で舗装変更，道路改廃の

マスター更新をしており，打出し用プログラム　　数本

により，メッシュ別，区別，道路種別，幅員別など，ま

た最近は市街化区域・調整区域別にも打出し，道路統計

数値に利用している。道路台帳図作成地域では図上座標

値を測定，座標法により道路面積，延長，幅員を新たに

計算，2,500分の１地形図で収集したデータの更新に努

めている。

(2）道路認定調書

　大正９年以来の認定改廃路線約５万データを電算入

力,路線毎にソート打出し，6冊の認定調書を作成した。

一方，2500分の１国上基本骨格図に公図をあてはめ，全

市域にわたり地番メッシュ対応図を作成した。また旧路

頌図及び認定調書から統一メッシュに対応した認定路線

図を地番メッシュ対応図をベースに作成している。この

調書と路細図により路線の検索が容易になるものであ

る。

(3）地下埋設物調書

　大阪市でのガス爆発以来，地下埋設物の把握が要求さ

れるようになったので，2500分の１地形図でガス，電

力，電話，水道の配管図を作成した。そのうち，行政，

需要の多いガス，電柱の調書作成を図り，データを電算

入力し，マスターテープを作成した。ガス管調書は道路

現況調書と同一の区間切りで行ない，ガス管延長の著る

しい増加を見たが，この数値はガス会社保有のデータと

一致している。今までの積上げ数値と異なり，区別，管

径別，等級別等精確な数値が初めて明らかになった。電

柱調書は東電側か電柱ごとに電算入力しているので，デ

ータの互換性からみて電柱番号ごとに作成することに

し，電柱図を東電資料から2500分の１地形図に作成，電

柱ごとに現況路線を対応させた。調書は各上本事務所ご

とに打出し，これに電柱図を付し,各上木事務所に配付，
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図１　道路台帳図（部分）

昭和50年７月から申請方法も電柱図によるものとし，こ

れをバッチ処理してデータの更新，利用の完全なシステ

ム化を図っている。昭和50年度はさらに電らんの調書化

に入る予定であるが，今までの経験からデータの互換性

とデータ単位の固定化に重点を置き，東電の協力を求め

システム化を図っている。地下埋調書は許認可事務と結

び付くものなので，調書と日常事務のシステム化は必然

的に事務改善へと進んでいる。

(4）マッチング

　道路現況，認定，地下埋調書は統一メッシュにより統

合している。これらの道路情報はメッシュによる各種の

統計・情報に対応することができる。道路台帳の調書は

まだ2500分の１地形図からのデータが中心であるが，こ

れは全市的には500分の１台帳図が未整備のためで，今

後台帳整備に従って切り換えてゆくものである。調書の

マッチングの要めは認定路線図で，これと台帳図とのマ

ッチングにより路線ごとの現況が判明し，またこれと地

下埋設図とのマッチングにより路線の埋設物が明らかに

なるのである。今後，認定調書と500分の１の現況調書

及び認定路線図を媒体としてマッチングし本格的道路台

調査季報48―75.12 73

帳調書の作成に入る予定である。

４
道路台帳の利用状況と課題

　道路台帳図は法的には一般に閲覧に供すればよいもの

であが，測量成果としては図面以外に多角点成果表等数

多くあり，これらを道路台帳作成・変更に利用するのは

もちろん，公共測量として使用に関して測量法に定めが

あるので，細目については道路台帳測量成果使用要綱を

作成して，積極的な利用と，不正な使用の抑制を図って

いる。また，道路台帳図のような実測図でない１万分の

１区図のような編集図も，使用要綱に準じて使用を承認

している。道路台帳成果の利用は現場における多角点利

用，台帳図及び編集図或は調書の利用に大別されるが，

道路台帳図の維持管理の箇所で述べたように，現在多角

点の保存が利用のキーポイントである。

（1)道路台帳図の補正

　宅造等により造成された道路が毎年公道認定される

が，これらについて台帳図も作成されてゆかねばならな

い。台帳作成地域には，多角点が散らばっているので，
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宅造地等の道路にこの点から新たに路線綱を結合し，台

帳図を改測して，同一精度内に成果がおさまるよう補正

されている。

(2)　区域線記入と地籍図等

　道路台帳図は現況測量後，後続作業として道路境界標

を埋設し境界の測量を行って完成となるが，現在，置土

調査による地籍図，旧市街地内の道路台帳図，区画整理

図及び道路査定図等により市内の約60%の道路境界が確

定しているものと推定される。これらの測量成果はそれ

ぞれ異なっているので，統一的に道路台帳図に記入され

なければならない。まず地籍図による記入を行っている

が，これは地籍測量成果と地籍図により境界を復元，石

標を埋設，台帳図にこれを記入するものである。境界記

入法は,境界標間の距離によるもの，図視点からの平板

法，或は数値測量による座標法があるが，地籍測量と道

路台帳測量の成果の差異，また細部測量にわたる精度上

の差異から一長一短がある。今後，相互の測量成果の利

用を高め，測量目的の差異を縮め，統一的な成果利用を

図る必要がある。旧台帳と区画整理地域は航測法を取り

入れ，これらの図面による境界復元により現況及び区域

線の同時作業を行い航測法の精度を高めている。次に，

道路境界査定は土地の分筆等により毎年件数が増加して

おり，その査定図も膨大化するが，多角点の保存を契機

として道路台帳図により境界確認を行うことになり，日

常の業務が道路台帳図に統一的に直接反映出来るように

なった。

(3)地下埋設物台帳図と全面図化図

　第３原図は道路台帳図以外にマンホール等の地表にあ

る占用物件を表示したマイラー図面である。これをガス，

電力，電々,水道，下水道の公益事業者に購入させて，

道路台帳図と同一精度で埋設物を記入，提出させ，これ

らを合成して地下埋設物台帳図を作成している6道路台

帳図より２年遅れで完成する予定である。

　水道・下水道局においては，これを財産台帳図とする

ため協力して道路台帳図を骨格図とし，航測法により全

面図化を行っている。500分の１の全市の全面図化図を

統一的に作成するのは初めてであり，完成の暁には広範

囲な利用が予想される。この全面図化図は道路台帳測量

成果使用要綱の規程により承認作成したものであり，そ

の統一的利用は要綱による。一方，東京ガスでは独自の

メッシュにより全社的に図面管理を行っているのが本市

内では道路台帳図のメッシュを切り換え同社の図面とし

ている。

(4)調書の電算使用

　調書の頃で説明したように，調書類は電算化し，道路

統計に利用されているが，その他建設省の目的別の道路

計画，実態調査等にもプログラムを作成し，マスターテ

ープを入力，資料を打出している。地方交付税及び道路

関係の譲与税算定の基礎数値として，道路台帳は使用さ

れるものだが，現在のマスターテープは利用されておら

ず，今後本格的な道路台帳調書作成を待って利用される

ものである。現在の電算使用はバッチ処理であるが，今

後車両制限事務，道路工事等の電算化を考えるとオン・

ライン・システムに移る必要があり，専用電算機の使用

となろう。そのためには現在のシステムを，基本システ

ムとサブシステムに変換した新しいシステムの開発が必

要である。

(5)都市台帳

　本市の行政財産は多岐にわたるが，道路・上下水道を

のぞき，台帳作成は各自勝手に不統一に行なわれてい

る。これらを公共座標系と統一メッシュにより台帳作成

を行って初めて全市の統一的財産管理が可能となり，他

との有機的関連性も出てくる。道路台帳事業は先駆的に

公共測量の投資を行っているが多方面の利用に耐えるよ

うその成果の保存に努め，門戸を開いている。この成果

を利用した多くの財産台帳の作成がのぞまれる。

　最後に，本市では多くの地域情報を統帖する部門が欠

如しているといえる。例えば，名古屋市では，計画部門

で地域情報システムを作成し，そのベースとして道路台

帳図を作成しているので，将来的に統一的，斉合的利用

が可能となっているのである。

第４章　土地利用解析システム

74

はじめに

本章は，計画局が昭和49年度に実施した「横浜市土地
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利用解析調査」に関し，主として，同調査が取り組まれ

るに至った動機とかねらい，調査の方法，今後の課題等

について述べたものであって，同調査の果実である本市

上地利用の現況・構造解析については，別に計画局がま

とめた同調査報告書があるので,これにゆずることとし，

内容紹介だけにとどめている。この理由は，本稿が，本

市におけるメッシュ方式による各種情報の収集，分析，

利用の現況がどうなっているか，今後の課題を含め述べ

ることに主眼が置かれていることによるものであって，

同調査の果実に興味のある方は同報告書をご覧いただき

たい。

２
調査の目的

　住みよい都市が具備すべき諸条件を総合的に指標化

し当該都市の現況を評価したうえ，今後優先的に採用

すべき施策を判断したり，また，個別的都市施設の計画

決定や実施に当たり，その妥当性について市民的コンセ

ンサスを得るため，種々の情報を駆使して，誰にもわか

る客観的・科学的バック・データを作成したりすること

が求められている。「土地利用解析」とか「都市空間の

計量化」といわれるものは，こういった要求にこたえる

ため行われる調査である。その目的は，上地利用に閉す

るさまざまなデータを体系的にとらえ，整備することが

第一であり，これらのデータから対象となる地域の基本

的な構造をつかみ，使用目的に応じて必要なデータをそ

のまま，あるいは組み合わせたりして提供することが第

二であり，地域の将来発展予測をため，政策決定の判断

資料とすることが第３である。

　土地利用に関する情報は多種多様であって，これらを

より多く集めれば集めるほど，それだけ実体に近づくこ

とは事実だろうが，費用的にも時間的にも難しいばかり

か。場合によっては，かえって対象となるものの特性と

か重要な問題点を見失うこともある。対象そのものに対

する理解があってこそ，どの情報を利用したらよいかが

わかるのであり，工夫のいかんでは利用する情報量はそ

れほど多くなくともよいのではなかろうか。そしてまた，

さまざまな情報が有機的に関連づけられ，組織的に整備

されているなら，ある個別的問題に対処するための情報
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は，この中から精選されればよいのであって，いたずら

に内容的にも重複する調査をくり返す必要はなくなるの

ではないかと考える。

　土地利用に関する種々の情報は，地域を対象にした土

地利用の合理化を目的に整備されるものであって，計画

局が行った「上地利用解析調査」の調査方法と内容の説

明に入る前に次の２点について予備知識をもっておく必

要がある。

（1)地域の区分方法

　これは連続した空間を，情報集約のための基本単位と

してどう分割するかの問題である。一般的には①町又は

街区を基本単位にとる方法，②地図上に定形の網目一

必ずしも正方形でなくともよい―をかけて機械的に分

割する，いわゆるメッシュによる方法，③道路，河川，

山陵などの地形地物に着目して分割する方法などがある

が，今回の土地利用解析調査では②のメッシュ方式がと

られた。この理由はあとで，もうすこし詳しく述べると

して，どの区分方法が優れているかだが，使用目的によ

って異なるので，一概に優劣はつけられない。大雑っぱ

には，①と③は短期的個別的問題処理に向いていると言

われている。

　いずれの区分方法をとるにしろ，次に基本単位の大き

さが問題となる。大きければ費用的には安いが，地域の

特性が薄まってわからなくなってしまう，小さすぎても

地域のちょっとした変化に対し極端に値が変わるなど，

規則性がつかみにくくなってしまう。

(2)情報の分類と体系化

　土地利用に関する情報は普通，「Ⅹという地域に属す

るＹという性質はＺという値である」というように記述

される。情報の種類は，なんらかの方法で区分された地

域空間そのものの情報―これを区画別情報という―

地域空間を構成している構成要素そのものの情報―こ

れを要素別情報という―，構成物を含む全体的空間に

する情報―これを空間別情報という―，の３つに

大別され，表１のように整理される。

　今回の調査で収集できた情報は，わずかに，人口，土

地利用規制，土地の自然的条件，固定資産税課税の土地

・建物利用現況など，極く限られたものにすぎなかっ

た。
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３ 調査の方法と内容

　短期的な都市計画の策定にあたって

は，街区を単位とする情報のほうがは

るかに便利だし，実用的であるにもか

かわらず，メッシュを単位とする情報

とした理由は，メッシュは恒久不変だ

し，時間的変化を正確に把握できるこ

と，今後の地域の社会的，経済的，環

境的条件に関する各種情報が本市関係

局によりメッシュ単位で逐次整備され

ていくだろうこと，急激な人口増に見

舞われるなどで本市の都市基盤→街区

整備が立ちおくれ，とくに周辺部にお

いて流動的であること，などによるも

のである。

　メッシュの切り方は，縮尺2500分の

１の地形図をタテ・ヨコ250mとする

正方形に分割し，250m×250m＝6.25

ヘクタールの面積を地域区分の基本単

位とした。全市を合計すると7.153メ

ッシュとなるが，タテ列・ヨコ列各３

桁の一連番号を付して，各メッシュの

表章とした。

　つぎに，Ｘというメッシュに属する

Ｙという情報を，そのＸに１対１の関

係で対応させる作業に入るわけである

が，地図に表現される建物等フィジカ

ルなものは図面上で対応させられる

が，人口，産業等の情報は，町・丁・

地番を通してしか実務的にはメッシュ

に対応させられない。また，フィジカ

ルなものであっても，地域を機械的に

区分したことにより，メッシュ境界線

が一連の土地，建物，施設を分断する

といった問題もあって，メッシュと情報との対応関係は

かなり難しくなっている。そこで本調査では，縮尺2500

分の１，地形図において，街路，水路行政界等によって

区画される骨格的区画をまず基本としておさえ，これに

76

各区役所及び登記所に備えられている公図（地番によっ

て表示される土地の所属関係を図示したもので，図面に

示される土地の形状等は実際と必ずしも合っていない。）

を各区画ごとに挿入したものを，地番メッシュ対応図と
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図２　土地利用（地目・地区）メッシュ図して作成し，これによってメッシュと情報と

の対応関係を明らかにした。さらにコンピュ

ーター処理で地番メッシュ対応マスターファ

イルを作成することにより，町・丁・地町で

分類されるあらゆる情報は，一応すべて機械

的にメッシュ化することが可能になったわけ

である。ただ，ここで注意しておきたいこと

は，国土調査法に基づく地籍調査や区画整理

等の面的開発が実施されたところを除き，公

図が実際の土地の大きさ・位置・形状を表わ

すものでないことから，地番メッシュ対応図

にはかなりの誤差があり，これを消去するこ

とは現在のメッシュ区分方式を採る限りほと

んど不可能であること，さらには，一つ以上

のメッシュにまたがる地番（筆）を面積比例

で各メッシュに配分せず，大きな面積を占め

ると思われるメッシュに単純に同定させてい

ることなどにより，地番によるメッシュ別情

報の有効性はそれほど高くないということで

ある。

　以上をベースにして，土地利用情報の収集解析に入る

わけであるが，まず，上地・建物利用現況に関するデー

タとして，本調査では固定資産税課税の土地台帳及び家

屋（建物）台帳を用いた。土地・建物の所在は，すべて

町・丁・地番で表示されていることから，地番をキーと

して，コンピューターにより各種データをメッシュ別に

集計した。この第一段階での作業は，土地利用に関して

は，①地目別面積，②地目率，③用途率であり，建物利

用に関しては，①用途別建物一階面積，②用途別建物延

床面積，③用途別建物棟数，④建築年次・構造別不造・

非不造数，⑤建築年次・構造別１階面積，⑥建築年次・

構造別延面積で，各集計年次は昭和48年１月となってい

る。

　メッシュ別集計表は個別的であり，量的にも膨大であ

ることから，第２段階の作業として集約的情報の作成の

必要性がおこってくる。種々のゾーンで集約し，地区ご

とに比較することも考えられるが，とりあえず本調査で

は全市域を対象とするメッシュ･マップを種々つくった。

方法としては，例えば土地利用についていえば，メッシ

調査季報48―75.12

ュ別に最も大きい面積に占める地目・地区を，また建物

利用についていえば，最も多い棟数を占める用途を，そ

のメッシュの代表値として選びだし，メッシュ・マップ

を作成した（図―２参照）。第２段階の作業は，いうな

れば，単一データの全域的集約化であり，本調査ではメ

ッシュ・マップとして，①地目・地区別土地利用現況関

係16枚，②用途別建物現況関係７枚，③建築動態関係11

枚，④土地条件評点１枚，⑤人口密度評点１枚，を作成

した。

　次に第３段階の作業に入るわけであるが，ここでは前

段階までにすでに作成済の諸資料，すなわち，土地・建

物利用現況データ，人口データ，上地条件データ，用途

面積データ，境堺データの各々の集約的情報を組み合わ

せて，それら生の情報のもつ意味内容を総合的に解析す

ることである。情報の評点化，評点の組み合わせによっ

ての解析，三角座標を使用しての別の角度からの解析等

をおこなって，地域の基本的構造をつかむことを試みた

わけである。第２段階の作業は，いうなれば，各種デー

タの合成による地域構造の解析であり，メッシュ・マッ
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図３　用途地域による将来人口算定（365万人）プとして，①土地条件に対する土地利用―

土地の自然的条件に見合った土地利用がなさ

れているかの判定に資する―，②土地利用

に対する人口密度―土地利用の現状からみ

て適正な人口密度となっているかの判定に資

する―，③上地条件に対する土地利用と人

口密度―土地の自然的条件に見合った上地

利用，人口密度となっているかの総合的な判

定に資する―，3枚を作成した。

　そして，最後の第４段階の作業では，前段

階までの作業を通し，対象に対する理解を深

めたうえで，地域の将来発展予測を行うとと

もに，各種の計画策定のためのバック・デー

タを作成することになるわけであるが，本調

査では，市街化区域・市街化調整区城，用途

地域指定をベースにした本市将来人口算定を

試みたにとどめた（図一３参照）。

　以上のように，上地利用情報を収集,整理，

分析し，人口の将来予測まで行ったわけであ

るが，数多くの開題点を残しながらも，それ

なりに一定の成果は得たと考えている。これ

までの都市計画の反省として，現状認識が十

分ではなかった，将来予洲に誤りがあったなど，よくい

われるが，今回試みたような上地利行情報の整理を引き

続きつづけることにより，新しい展望が開けてくるもの

と考える。

　コンピューターを用いての土地利用情報の活用，現状

分析→将来予測→政策決定という道程に，人間の創意工

夫，洞察力は必要なくなるのではないかとみる向きもあ

るようだが，それはまったく逆であって，どんな情報を

集め，どんな分析の仕方をし，どんな仮定で将来予測す

るかなど，人間の創造性，分析分はこれまで以上ひろく

求められ，発揮される必要がある。この点，今回の調査

は，ある制約のもとに試行錯誤的に取り組まれたもので

あるともいえる。

今後の課題
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より，各自治体がおおむね５年ごとに実施するよう義務

づけられた「都市計画に関する基礎調査」の一環として

取り組まれたいきさつがある。そこで，昭和51年に予定

される市街化区域・市街化調整区域の見直しにあたっ

て，本調査により，整理・分析された結果を，なんらか

のかたちでこれに反映していく必要がある。だが，情報

集計の最小単位を全市域一率，機械的に，1辺250ｍの

メッシュに区分したことなどから，マクロ的視野からの

地域特性や，全市的見地からの線引きのあり方など，基

的な問題にはこたえられでも,本調査の性格からいって，

微調整的な線引きの移動までぱこたえられないのは当然

である。

　都市計画を政策,行政の化学としてとらえるためには，

土地利用情報に関する総合的なデータ。バンク・システ

ムの確立が今後の重要な課題となってくる。本調査その

ものは，当面，線引き見直しに活用することで一応の完

結情は得られるかにみえるが，調査本来の目的は，タテ昭和49年度に実施した本調査は，都市計画法第６条に

調査季報48―75.12
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割行政が依然として強い中で，各局で必ずしもコンセン

サスが得られたとはいえない土地利用等に関するデータ

・バンク・システム化の一環としてこれが位置づけら

れ，利用・管理されていくところに意味があることを忘

れてはならない。

　本調査の今後の課題に触れるには，どうしてもその前

に，本市におけるデータ・バンク・システムそのものの

今後のあり方，すなわち，情報の収集・整理・分析・予

測のための組織管理体制，技術的開発手法について触れ

ざるを得ないわけだが，ここではなるべく本調査にしぼ

っての問題点をこれまでの説明と重複するかもしれない

が，以下に列挙するにとどめる。

　①縮尺2500分の１の地形図を用いて一応の調整は行っ

たとはいえ，公図がもつ誤り（正しく現況の土地の形状

を表わしていない）が，そのまま地番メッシュ対応図に

引き継がれ，メッシュ情報の有効性を下げている。

　②信頼性がおけるのは，地籍調査等が実施された市域

の３分の１強の地域にすぎず，この精度を高めるために

は，全市域に地籍調査等を実施しなければならず，現実

性はうすい。

　③現状のような誤差をもつメッシュ対応図ではあまり

意味がないかもしれないが,仮にこれが修正された場合，

二つ以上のメッシュにまたがる地番（筆）は,その面積割

合に応じて各メッシュにその情報を比例配分すべきだ。

　④一辺を250mとする全市域一率の正方形メッシュは，

一連の土地・建物・施設を分断してしまい，本来街区単

位で把握されるべき環境アセスメントをゆがめたものに

してしまっている。

　⑤情報集約のための小地域基本単位―メッシュの区

分方法―は，利用目的により種々異なるのが普通であ

る。正方形メッシュから同心円メッシュ,街区単位,行政

区画単位等への青報集約の転換が技術的に難しいなら，

各利用目的に対し最も普通性をもつ，フレキシビリティ

ーにとんだ新しい地域区分方法を開発すべきである。

　⑥今回の調査は課税土地・建物に限られたものである

ので，今後，学校，公営住宅，官公庁等の非課税土地，

建物に関する情報も合わせて収集すべきである。

　⑦土地・建物に関する情報の大部分を現行の課税台帳

に依拠するがぎり，基本となる台帳の整備がまずなされ
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ていなけれぱならないが，現状は必ずしも十分とはいえ

ない。

　⑧現状のメッシュ情報の有効性を考えると，全市域一

率，一辺250m正方形のメッシュ規模とすることの科学

的根拠はなさそうである。本調査によるメッシュ情報は，

隣接する四方のメッシュと合わせその意味内容を読みと

るべきである。

　⑨本調査により整理された情報に加え，今後，道路・

交通，生活環境施設，住民の意向，公害・災害の危険性

等に関する情報も逐次整備すると共に，各種情報を合成

し，分析する必要がある。

　⑩コンピューターを利用しての情報処理のための技術

開発や管理体制なども十分考慮すべきである。

　※１　岩波現代都市政策Vol.1「都市空間の計量化」

　※2，3　ビジネスコンサルタント「土地利用情報シ

　ステムに関する調査研究」（S48.3）

都市施設の配置と評価

解析

ねらい

　現在計画局においては，都市計画基礎調査の一環とし

て，土地利用及び都市施設について，その情報化，評価

解析，利用方法等について検討中である。そのうち，都

市施設に関する調査研究は,昭和49年度を初年度として，

瀬谷区をモデル地区に選び，数多い都市施設について，

メッシュ単位に現況を調査し，情報化するとともに，こ

れを評価解析することにより一体的，総合的な施設計画

をたて効率的な資本投資計画，開発指導が行なえるよう

その方法の検討を進めている。以下は昭和49年度調査結

果の概要を報告しながらその基本的考え方を紹介するも

のである。
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都市施設の種類

　都市施設の現況を把握し，評価解析を進めていくため

には，都市施設の種類を調べこれをいくつかの項目に体
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系化し，それぞれの性格に合わせ行うこ

とが必要である。

　一言で都市施設といってもその範囲は

広く，種類も非常に多い。現在都市計画

法では,これらの施設を機能別に分類し，

交通施設（道路，鉄道等）,公共空地（公

園，縁化等），供給・処理施設（上下水

道，ごみ焼却場等），教育文化施設（学

校，図書館等），医療施設，社会祖祉施

設等々全部で11種類に区分し，その中で

とくに都市計画として定められたものを

都市計画施設とよんでいる。しかし，各

都市施設の性格を正確に把握するために

は，たんに機能上の分類のみでは不充分

であり，それぞれ現在の都市施設につい

て，建設主体，サービス圏域（利用圏

域），利用者層，施設形態，供用形態，

配置形態，料金体系等多面的な角度から

分類し，検討することが必要である。

　例えば，頼谷区をモデル地区として現

況施設を調査した結果でも，幼稚園，保

育所，病院，診療所等の生活関連施設は

一般に計画開発区域内では各施設の計画

図４　都市施設計画フローチャート

標準に合わせ全地域的に分散配置されるが，自然発生的

な性格が強い。瀬谷区の場合，これらの施設はとくに民

間主体の施設について営業上，駅周辺の特定区域集に中

している。このため，その利用圏城も通常の利用範囲よ

りも大巾に全区的におよび，一般的に徒歩圏施設といわ

れているものでも，マイクロバス，路線バス，自家用車

など徒歩以外の交通手段が相当数使われている。現況評

価をする場合は狭い区域を対象とするとその誤差が大き

い反面，今後の施設計画はこれらの問題を解決する方向

で検討することが必要となっている。

　従来，都市施設の現況データは，それぞれの都市施設

ごとに行政区単位，町単位，いくつかの町の集約ゾーン

単位等，各施設のもつ特性に応じてゾーニングされ調査

都市施設の情報化とメッシュ
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収集されていた。このため，調査年度が変ったり，行政

区境が変ったり，都市施設の種類が変るごとに基本とな

調査季報48―75.12
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　今回の調査では，これらの問題を解決するため，既存

メッシュのうち最少単位である250mｘ250mメッシュを

用い，現況調査と情報化の作業を行っている。最少単位

である250mｘ250mメッシュを用いることは瀬谷区でも

約320メッシュもあり，このため作業量としては非常に

多くなる反面，

　①メッシュは行政区境とは直接関係なく将来とも不変

である。

　②一辺が250mの区域は一般に生活圏としての最少単

位であるため，影響圏の小さい都市施設の評価にはその

ままのゾーンで評価解析できる。

市施設との相関性，関連性をとらえるのが難しくなるこ

とが多かった。

る調査ゾーンが変るため各都市施設の経年変化や他の都
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図５　小・中学校区とコミュニティゾーン　③大きい影響をもつ都市施設であっても，その相当ゾ

ーンに積み上げることにより対応することができる。

　④あらゆる施設を同一単位で情報化するため総合評価

がしやすいなど，大きなメリットをもっている。

　都市施設の評価の方法は，その評価主体，評価目的に

より大きく異なってくる。例えば評価主体の違いについ

てみれば，評価主体としては，施設からみて，施設供給

者，施設利用者，施設周辺居住者（第３者）があり，そ

れぞれについて最も必要と思われる評価項目は，それぞ

れ投資効果，需給バランス（利用のしやすさ），環境破

壊，環境保護等の環境評価が主となるものと考えられ

る。また，基本計画，整備計画，建設計画等各計画段階

によっても，その必要となる精度は目的に合わせ大きく

異なってくる。従って今後都市施設のメッシュアナリシ

ス方法を検討するためには，上記の種々の角度から行う

ことが必要であるが，計画局が今回まず取り組んだこと

は，主として行政主体が施設供給者の立場で，施設整備

の必要度，効率的な投資計画を策定するための評価項目

とその利用の可能性をさぐることを目的として，図―４

のフロチャートに示すように，都市施設の現況保有量に

ついて，ある一定の評価基準からみて,指数的に比較し，

都市施設供給の地域間アンバランスを解消するよう施設

計画を建てる方法について検討した。

都市施設の評価ゾーンとメッシュ

　都市施設は,その性格により，市民に対するサービス

範囲の広がり（圏域）をもっており，評価にあたって

は，各施設のもつ圏域に見合ったゾーン単位で行うのが

実際的である。都市施設を評価するにあたってのゾーニ

ングの基本となる種類は，おおよそ次のような区域が考

えられる。

　①１メッシュを基本とする生活圏（隣組）

　②概ね500mの歩行圏（４メッシュ）

　③小学校区

　④中学区

　⑤駅勢圏

調査季報48―75.12

　⑥行政区

なお，都心部のように鉄道駅の密度が高い場合は，駅勢

圏は評価ゾーンとして利用しにくくなる。

　以上６種類の評価ゾーンのうちどの評価ゾーンを利用

するかは，評価の目的，即ち，最適投資計画(基本計画)

の策定か，最適配置計画の策定かによって異なり，最適

投資計画を定めるための評価ゾーンとしては，小学校区

以上の比較的大きなゾーンが適している反面，施設配置

計画等具体化作業の段階ではできるだけ小ゾーン単位で

評価することが必要となる。今回の作業では，主として

生活関連施設を調査対象としたため，図―５に示すよう

に，中学校区，小学校区を幹線道路等地域分断施設でさ

らに４～５の地区に分割したコミュニティーゾーンを使

用した。
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６ 評価基準と評価方法の実例

　都市施設の評価基準（整備水準）を定めることはたん

に施設の整備目標を定めることのほか，その施設の評価

及び配置計画に大きな影響を与える政策目標である。

　従って，評価基準を定めるためには，国の基準，他都

市の実情及び実例，住民意識と要望，財政事情等を総合

判断に定めることが必要となる。今回の作業では主とし

て総合計画の指標を参考としながら定めた。

　識査検討した施設のうち，公園，小中学校の２施設の

評価実例を参考として示すと次のとおりである。

(1)公園施設

　現況施設の情報化　公園施設はその機能上たんに都市

公園法上の公園施設だけでなく，広場，校庭開放の小中

学校グランド，神社仏閣の境内，一定規模以上の空地，

山林等も公園の代替施設として考えられる。今回の作業

では，代替施設の調査が不十分のため，公園法上の公園

のみを対象として位置規模を調査した。

⇒評価ゾーン……今回の調査では児童公園及び近隣公園

のみでその影響圏は200m～500m程度と考えられるの

で，評価ゾーンとしてはコミュニティーゾーン（従歩ゾ

ーン）及び小学校区ゾーンで行った。

⇒評価基準……評価基準としては総合計画の値を参考と

図６　近隣住区単位公園不足量分

　　　布マップ
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して1.8㎡/人とした。

⇒評価項目……都市施設の評価は次の項目について行っ

た。

・都市施設不足量＝施設必要量(ゾーン内人口×1.8ｍ2

人)一現況施設量

・不足率＝不足量／施設必要量　既存公園の誘致園(ｍ)

＝公園面積(㎡)/10

　評価結果とその利用方法　評価結果の中から小学校区

ゾーン，コミュニティーゾーン単位の公園の不足量及び

既存公園の誘致圏内にあるメッシュを例示しだのが図―

6，図―7，図―８である。

　この評価結果から図―３の小学校区単位による不足量

をマップにより全区的な公園の偏りを把握し，さらに図

―7，図―８によって公園整備の重点地区を検討するこ

とができる。さらに，図―6，図―7，図―８を合成す

ることにより，その施行順位も検討でき,小学校区単位，

コミュニティー単位でも公園が不足し，かつ既存公園の

誘致圏外にあるメッシュには最も公園整備が急がれる地

となる。

　今後公園施設計画を行っていく場合，上記緊急公園整

備地区の中から公園予定地を選択し，利用のしやすさ，

地形，周囲の状況等を勘案しながら決めることが必要と

なる。

図７　近隣社会単位公園不足量分

　　　布マップ

図８　公園誘致距離マップ
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図９　小学校別通学距離分布グラフ

の秉離度を測定する種々の方法があるが，今回の作業で

は，現況都市施設を共通単位としての社会資本，即ち，

投資額に換算し，次式で述べる方法で行った。

・人口１人当り社会資本投資額Si＝上地十工事費

　　　　　　　　　　　　　　　　＝Ai×ai＋Bi×a　bi

　　ただし，Ai：施設ｉの人口１人当り必要用地面積

　　　　　　Bi：施設ｉの入口１人当り必要床面積

　　　　　　ai：地価

　　　　　　bi：施設ｉの単位床面積当り工事費

(2)小中学校

　現況施設の情報化　教育施設は，他の施設との関連性

が非常に人きい。このため今回の作業では，位置，校地

面積，校舎面積，生従数，クラス数，教師数，講堂，プ

ール，校庭開放の有無と，公園に比べ調介項目は多くた

っている。

⇒評価ゾーン……小学校は小学区，中学校は中学校区で

行った。

⇒評価基準……学習環境の評価を主目標として次の事項

について行った―生徒数／クラス数,生徒数／教師数，

校地面積／生徒数，校地面積／クラス数，校地面積／基

準値，校舎面積／基準値，平均通学距離帯別生徒数のヒ

ストグラム

　評価線課と利用方法　評価結果の一例として通学距離

と生徒数のヒストダラフを例示すると，図―6のように

なり，これにより，小中学校の計画をする揚合，平均通

学距離が短く，かつその分布もできる限り正規分布に近

くなるよう配置計画及び学区を倹討することが必要とな

る。

図10　社会資本のグラフ

都市施設等の総合評価

各都市施設ごとの評価結果から各メッシュ及び各ゾー

ンにおける都市施設整備の総合評価を行うことは都市施

設整備の施設決定にあたり大きな指標となる。

　総合評価の方法としては，各施設の評価結果を指数化

して，単純平均，加重平均したり，さらに都市施設間に

ウェイトづけを行い加重平均する方法，評価基準値から

調査季報48―75.12
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Ｂ
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ただし，Qi：施設ｉの現況サービス量

　　　　Ri：施設ｉの１人当り整備要量

　　　　Bi：ゾーン内人口

メッシュアナリシスの利用方法と今後

の方向

　自治体にとって少ない財源をいかに有効に利用するか

が人きな問題となっている。メッシュアナリシスによる

評価結果はそのまま利川することは種々の問題をふくん

でいるが，自治体における資源配分計画において，分析

された情報を提供されたことにより，政策決定時におけ

る効率性，有効性を確保することができる。

　メッシュアナリシスはまだ確立されたものもなくその

問題点も多い。計画局で，現在作業を進めていること，

及び今後の方向を示すと次のとおりである。

(1)　都市施設の現況把握

　現在本市においては都市施設の現況を総合的に把握し

ている資料はない。昭和50年度は都市施設評価と大きな

関連性をもつ人目について,国勢調査示実施されるため，

都市施設についても，関係局，関係機関の協力を得なが

らできるだけ多くの種類についてその位置，規模，構造

等について調査を進めている。

　この調査結果は，2500分の１及び10000分の１地形以

にプロットすることにより，相互関連を把握し，かつ基

礎データを調表にとりまとめ，都市計画の基礎資料に似

したいと考えている。

(2)　評価手法の検討

　昨年度評価手法の検討は，主として都市施設の全体計

画を定めるための手法であり，これは空地，土地売買等

の情報が入ってきた場合，適用する受動的性格の強いも

のであった。従って今年度は，積極的に都市施設配置の

必要メッシュを見つけ配置計画を定める，能動的性格の

強い評価手法について検討を進めている。

(3)　今後の方向

　メッシュ・アナリシスは，上にも述べたように，一つ

の施設計画を行うにあたっての一過程であり，これによ

り最後まで設計等に利用することは妥当でない。このた

め本作業を進めるにあたり，「メッシュ・アナリシスは

施設計画にあたっての従来の勘的，経験的，判断結果と

大差なく，その投入する調査解析費の割には利用価値は

低く，むしろ利用できないのではないか」との意見がな

いではない。　しかし，経験的，感覚的判断は個人によい

て大きく異なり，必ずしも普遍的結果がでるとはかぎら

ず，かつ今後は対関係機関，対市民と対話を進めてゆく

にあたっては，むしろこのような情報化された評価結果

が,判断材料の一つとして必要になってくると思われる。

また，メッシュ・了ナリシスの利用価値についても，施

設計画を検討するものが実際にその結果を利用しようと

する意志がないと無価値に等しく，このためには種々の

検討材料を提供することが必要である。従ってメッシュ

・アナリシスに対し，その利用価値を早急に結論ずける

ことなく，メッシュ・アナリシスの持性をみきわめそれ

を生かす工夫を時間をかけ検討したいと考えている。

84

メッシュ・データの特性

と今後の方向

　メッシュ・データの利用にあたって考慮すべき２大要

素は，メッシュ化されたデータの単位・種類と，それを

利用に供すべき解析手法である。

（1)収集単位

　メッシュ・データの種類ほど多様にわたるものはみあ

たらない。従来の統計・調査は社会的・経済的データに

偏重していた。メッシュ・データはこれに自然的デー夕

を加えて，その適用可能範囲は飛躍に拡がった。現在，

年間行われる，国なり地方自治体などの統計上の調査は

4,000件にも及ぶという。

　これらが，狭い行政分野でしか利用されていない現状

―横浜市も例外ではない―は深く反省しなければな

るまい。データと表裏一体の関係にあるのが収集単位で

あろう。この収集単位は，県・市・区・町別などさまざ

調査季報48―75.12
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第６章

また入口増加に対する社会資本の過不足を図―７のよう

にグラフ化することにより，地域別の社会資本不足額，

社会資本の効率性を検討することができる。

・○最適加重人口Ｐ

＝

十ｅ　ただし　ｅ：現在人口
ΣSi

ΣFi
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まである。収集単位を軸としてデータを整理しようとす

ると，案外利用できるデータ範囲がかぎられる。行政な

り，民間の諸活動がきめこまかになればなるほど，収集

単位はいっそう小さくならざるをえないが，これがせい

ぜい「区別」にとどまっているところに，従来の統計資

料の利用価値が低減してきている原因の一つになってい

る。①費用の制約ということだけで国なり県レベルの公

私の政策決定に使用はできても，さらに狭い地域での政

策決定に役立つものとはなっていないこと，②コンピュ

ーターの導入により，国や県からはさらにきめこまかな

収集単位で統計調査の依頼がくること，③しかし，それ

に対応するデータなりデータ収集単位が用意されていな

いことなどの実態を直視しなければならない。統計・調

査の収集屋にとどまることなく，積極的にそれを利用し

ていこうとする姿勢の確立と，それを可能ならしめる手

法の開発こそ，今後の市民の要望にこたえ，データ利用

の中央集権化傾向を制御しうる最適の手段となりうる。

　メッシュがその手法の一つになりえるかどうか，議論

のわかれるところである。このほか，各種のゾーニング

がある。しかし，メッシュ以外のゾーニングは恣意的で

あるという最大の欠点がある。

　このメッシュにも数種類あるが，統一メッシュは市町

村レベルの最適なものであろう。とくに2500分の１の地

形図の有効利用ができるものとして，合理性がある。

(2)　メッシュ・データ

　メッシュの本質は，比較性と不変性が，従ってそのか

ぎりでは高度の客観性が保証される。しかし，最大の欠

陥は，データ収集コストが巨額になることである。この

点は，制度の改正で軽減できる。現に，国はその諸準備

をととのえつつある。今まで，社会的事象と自然条件の

二つの領域にまたがる有効な収集単位はなかった。

　メッシュという概念で，これが結びつけられ既存デー

タの利用が促進されるとともに，補完すべき基礎データ

の蓄積が始まっている。

(3)　解析手法

　データが厖大になればなるほど，その解析はたんなる

勘や経験で処理はできない。相互に異質の統計データの

結合化がねらえるメッシュ・データは，従来の伝統的手

法の否定を要求する。それらのデータをよ力総合的に利

調査季報48―75.12

用しようとすれば，そこにはさまざまに工夫された解析

手法がなければならない。

　得点法，数量化理論，因子分析，グラビテー理論など

が，現在メッシュ・データの解析手法としてみられるも

のである。一般論としては，数学的モデルは決定論的モ

デルから確率論的モデルへ，さらに競合的モデルへと移

行するとともに，操作的モデルへと質的転換をとげつつ

ある。シュミレーションモデル，ゲーミングモデル，ヒ

ューリマテック・モデルなどがそれである。

(4)　他都市の実例と今後の応用分野

①用途地域制のシステム・アナリシス（大阪市）

　ベクトル変数として12項目を使用し，土地利用解析を

行っている。ベクトル変数×ウェイト＝スカラー変数と

いうモデルで，土地利用の将来の変化を見通したもので

ある。政策的指定のある地区などはその政策目体を変数

化している。モデルの信頼度は高い。シュミレートは可

能である。しかし，ベクトル変数の選択にあたり，理論

的裏付けがさらに検討されなければならないであろう。

②都市構造のシステム・アナリシス（大阪市）

　グラビテー・モデルを使用している。公共施設の影響

度を測定するもので，ｙ＝ａ＋ｂｘの相関で求めてい

る。ｘは18項目ある。

　公共施設のみならず，商業施設―とくに百貨店，共

同店舗，スーパー，専門店，高級店―などの立地可能

性，採算などをさぐるには適する手法である。

③自動車交通量のメッシュ解析による街路網計画

　これはＯＤ調査をメッシュ区間ＯＤ表に組みかえ，こ

れをメッシュ区の中心を結ぶ格子状の街路網に配分し，

これと街路容量を比較し自動車の規制都心部の業務トリ

ップの他交通機関への転換などに利用するものである。

④その他の応用分野

　公的計画部門では，災害危険性の測定，人口推計，グ

リーンベルト計画，レジャーランド計画，公害測定（推

計）などに利用されている（茨城，栃木，千葉県など）

　民間部門では，商業活動を側面から促進し効率化を図

るという面から，商業立地適性，商圏調査，地域需要予

測，第３次産業資本存在量推計，ＰＲ効果測定，消費者

行動調査など，広範囲にわたっている。今後は，さらに

きめのこまかな販売政策に利用される動向がみられる。
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